



































































































































































































































































繊維及び染織 飲食品 化　学 機械器具 雑工業 その他 計
大正10年 117,12,167 16,81,732 2,32,039 18,6,973 29,719,711 98,621 207,657,303
大正15年 188,707,516 5,15,799 6,352,19 23,770,820 36,270,05 51,711,03 35,17,802
増 減 71,565,39 28,30,067 22,028,380 5,125,87 6,550,27 ,186,82 137,760,99






























































































































































































窯業 硝子製品 33 10 0
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＊小工場は職工30人未満，中工場は30人以上100人未満，大工場は100人以上
＊1939年  月調査
（名古屋市商工会議所『時局の名古屋工業特に中小工業に及ぼしたる影響』1939年 9 月より作成）
実際に，割当制の導入などによる統制は，即座に原材料不足に結果したし，価格高騰，あ
るいは公定価格設定による闇値の横行は，同様に原材料の入手を著しく妨げることとなっ
た。例えば，紡織工業では，中国からの綿の輸入が制限されたため，製綿業，布帛製品業
はたちまち窮迫し，また，石炭，スフ糸，染料などの価格高騰により織物業は全般的に打
撃を受け，切符割当制がいち早く導入されたために，包装木箱用釘が品不足となり，製品
搬出に支障を来すなどの影響が表れていた。機械機具工業でも，製造制限が指示された銑
鉄をはじめ，価格騰貴が激しかったアルミニウム板や銅，さらにはいち早く切符配給制が
導入された鉄屑，鋼材，真鍮などの品不足は深刻で，それらを素材とする関連工場は軒並
み生産減に陥った。窯業でも，鉛，錫，亜鉛の輸入制限，石炭，石灰などの価格騰貴が，
陶磁器，ガラス製造工場を直撃した。これらの価格上昇，供給減の実情を調査した結果を
見ると，例えばアルミニウム価格は，「本年（1939年―引用者注）四月に於て事変前の四
割乃至五割方騰貴している」状況であり，また，切符配給制によって「製綿の原料たる支
那綿花の割当数量は事変前の二割」とされ，余りに「寡少」な実態が報告されていた。
　1938年の時点であるが，職工30人以下の工場の占める割合でみると，全工場数631の
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約 9 割にのぼっていた金属工業，あるいは8％に達していた機械機具工業
⑬
でも，この原
材料不足と価格高騰の問題は深刻で，この部門では，中小工場の下請け化を進めることで
対応が急がれていた。すなわち「中小工業は漸次その独立性を失って大工業の下請生産に
向かひつゝあるのが現時の傾向で」
⑭
「この傾向は金属工業部門に於て特に顕著で」「鉄
鋼配給統制規則の施行は中小鉄工機械工の資材難を加速し，中小工場の大工場隷属化を促
進した」として，原材料の入手困難を大工場の下請け化によって克服しようとしていたの
である。そしてさらに，「名古屋市の中小鉄工機械工業は，名古屋市に於ける大工業の下
請発注を全部吸収し，さらにその上に他地方に於ける大工場のそれをも獲得せねばなら
ぬ」として，下請け受注の範囲を市外にまで拡張することによって窮地を打開しようとし
ていたのである。しかし，市内には「単独部品作業」の中小工場が多く，専門制作を請け
負えないために，「軍の仕事でも困難なる作業例えば航空機の火造の如きは当市に発注し
ないで大阪方面へ出す」ことになり，受注量を減じてしまう結果となっていた。また，「名
古屋市の機械工業は紡織機，自転車の製造より発達し，時局と共に軍需品製造に転換した
ものが多い」が，「小工場が多くて中堅下請工場が少ない」し，「又専門機械を設備してい
るものが尠」く，「所謂萬能型と称せられる旋盤によってのみ作業している所が多いから
製品の優秀性が確保されない」ので「軍需品の製造に適しないといふ缺點があ」り，これ
もまた，軍需重化学工業の下請け化を阻む要因になっていた。さらに，同一作業の請負価
格が他地域より市内が割高であるため，「運賃，監督その他の點に於て不利な遠隔の地へ
発注しても結構採算に合う」として，市内中小工場が敬遠される場合などもあって，下請
け化の促進による中小工場対策はなかなか順調に進まなかったのである。
　このような原材料の入手難と並んで，中小工場を悩ませたのは，労働力不足と賃金の高
騰であった。この事情は農業労働力不足と共通するところが多いが
⑮
，とくにもともと中
小企業経営，中小工場の維持・発展のために組織化が進められた組合制度が，戦時に至り
統制が本格化する中で，軍需重化学工業化に向けての労働力調達組織に機能変化を起こし
たことが直接的に労働力不足を恒常化させ，経営を圧迫することになった。
　軍需重化学工業への重点的な労働力の振り向けとともに，比較的大規模工場の多いその
部門では，労働力確保の必要もあって，総じて高賃金が維持され，そのために，それらを
保障できない中小工場からの労働力移動が加速された。紡織，機械機具など主として大工
場を中心に調査した結果では，例えば綿糸紡績女工では，事変前一カ年平均賃金70銭が
1939年には88銭と 2 割 6 分の騰貴であったし，綿力職女工も同様に，72銭が92銭へ
と 2 割 8 分の上昇を記録していた。金属・機械機具工業の鍛冶工では，事変前の年間313
銭が，1939年では385銭と 2 割  分，窯業の陶磁器工では150銭が239銭と約1.6倍近くにま
で跳ね上がっていた。その結果，「賃金の絶対額に於ては中小工場は到底大工場の比では
ないから（中略），職工の大工場集中は当然と云はねばならぬ」結果に結びついていった。
　原材料，資材，労働力不足により経営が悪化した中小工場の整理・統合は組合設置とそ
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こへの全工場の包摂によって進められた。大正末期に制定，公布された工業組合法は，そ
の後何度かの改正が行われ，日中戦争が本格化した中で，さらに改正され，大規模工場と
零細工場の双方を組合加入させる道が開かれた。「元来工業組合は中小工業の協同的自助
運動として出発した」
⑯
が，戦時にあってその性格に変更が加えられたのである。「凡そ
工業の内部経営的改善は終局に於生産原価の低下に帰する」ものとされ，それが組合の役
割であって，そのための施策として「原材料の共同購入と生産的共同設備とが其の主要な
もので」あった。名古屋市の工業組合でも，人造絹織物，紡毛糸，硝子製品製造，タイヤ・
チューブなどのゴム製品製造などの組合がこれに取り組んでいた。「生産的共同設備は独
力で生産設備を設置し得ない中小工業者が共同出資に依って之を設置し，以って生産原価
の低下を図るもの」で，名古屋市では，毛織物などの組合で取り組んでいた。
　しかし，戦時体制期に入り，こういった組合の役割には変更が加えられた。第 1 に，軍
需重化学工業化に向けて，工業組合には，軍需品調達の仲介・斡旋的機関としての機能が
付与された。「即ち組合に於て軍需の共同受注を為し之を組合員各時に適当に配分する」
役割を担ったのである。すでにこの時点で，毛織物，鉄工機械，非鉄合金鋳物などの各組合
がこのような活動を展開していた。第 2 に，組合は供給が減少した民需向け原料の適正配給
を期すための割当機関としての機能を果たすことになった。「繊維工業に於ける糸，機械工
業に於ける鉄鋼の割当は其の主要なるもの」であった。そして第 3 に「業界不振に因り組合
員が転業の必要に迫られたるとき，転業の斡旋が組合の主要なる任務とな」ったのである。
　そして，第  次の工業組合法の改正により，新たに工業小組合の制度が発足することに
なった。これは従来の組合の役割とは異なり，資本金 2 万円以内で職工数10人未満の零細
工場を対象に，「小規模にして資力薄弱なるものと合同することに依って一企業単位とな
り，企業利潤の増殖を図る」目的で組織することとされた。ここにおいて，零細工場も含
めた統制の網の目が完成するとともに，軍需優先の産業構造への編成替えにとって阻害物
である中小零細企業の統廃合の組織が完成されたのである。名古屋市においても，「単独
にては軍需の受注を為し得ない群小機械工場の共同受注に能く貢献するであろうし，又平
和産業の軍需転換の場合に広く利用されるであろう」と期待されていたのである。
まとめ
　第 1 次世界大戦期の急激な経済発展で大成長を遂げた名古屋市は，それまでに整備を進
めてきた貿易港名古屋港の後背地としての利点を生かし，著しい貿易額の伸長を大きなバ
ネとし，東西交通の要衝としての地の利を最大限に生かした物流の要として，これまた明
治以来整備を進めてきた，陸海の運輸交通体系を足掛かりに，以後も発展を遂げつつ，戦
時期を迎えることになった。そのような名古屋の商工業の構造には，繊維業を始めとした
種々の伝統的産業の裾野が広く展開し，それが全体産業を強く支えて，継続的に発展の下
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支えとなっていた特徴があった。
　日中戦争の全面化を契機に一挙に戦時体制に突入した日本経済は，軍需を中核とした重
化学工業化を至上命題とし，農業を含め全産業をそこに集中する措置が次々に講じられ
た。Ⅰ大戦期の経済発展の過程で，従来の繊維産業に加えて，造船・車両などの重工業，
時計などの精密機械，あるいは自動織機，さらには軍工廠での兵器生産などを中心とした
機械機具工業が大きな伸びを見せた名古屋の工業界は，それらが下地となってこの軍需重
化学工業化の方向に適合していった。とりわけ航空機産業が飛躍的な伸びを示し，軍需重
化学工業化の牽引車の役割を果たし，各種工業もそれら軍需関連製品の製造に向けて，転
換を図っていった。
　このような軍需優先の産業編成に，しかし，俄かには適合できない伝来的工業や，繊
維，食料品，日用品，紙製品，木製品に関わる，多くの中小・零細工業の幅広い展開もま
た名古屋の工業構成の一つの特徴であり，産業全体の発展の幅広い底辺でもあった。この
軍需に対する民需，軍事に対する平和産業の厚い堆積を，名古屋は，一つは，できるだけ
多くの部分の軍需関連への転換と，もう一つは，とくに零細・弱小工場の，転廃業を含め
た統合・整備で編成替えしようとした。
　企業整備令が発せられ，中小商工業者の整理統合，軍需への転換，それが難しい経営の
転廃業が一挙に進められたのは192年に入ってからであるが
⑰
，この結果，名古屋では，
綿織物業では，10軒あった織物業者は1企業に，1107軒あったメリヤス業者は117企業に
それぞれ整理された。食料品工業では，200軒の菓子製造業者のうち937軒が転廃業を余
儀なくされ，残りも221企業に統合された
⑱
。これらによって行き場を失った労働力の大
半が軍需重化学工業に吸収されていったことは言うまでもない。
　この結果，アジア・太平洋戦争に突入して以後，金属，機械機具，化学のそれぞれ軍需
への編成替えが強行された諸部門は，労働力が最優先で振り向けられたこともあって，
191年段階の生産量を維持乃至は増加させて推移するが，多く統合整理の対象となった
諸業種，例えば窯業は，191年時点の生産額を100とする指数では72，同様に繊維工業で
は21，製材及び木製品工業では51，伝統工業を中心とするその他の工業では36と軒並み
激しい落ち込みを見せていた。とりわけ繊維工業の落ち込みは凄まじく，ほとんど壊滅的
と言って良い痛手を被っていた。資金，資材，労働力の強権的な軍需への集中の無理は，
それまでの名古屋の経済発展，工業生産の順調な伸びを著しく偏奇的なものとし，繊維業
を典型に，伝統的な技術継承を軸に，根強く産業全体を下支えしていた生産基盤を掘り崩
し，最終的な生産崩壊の原因となっていったのである。
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注
 
①  戦時体制期の経済構造，とくに戦時経済統制については，多くの研究蓄積があるが，差し当
たって，最新の幾つかの成果を掲げておく。山崎志郎 『戦時経済総動員体制の研究』日本経済評
論社　2011。荒川憲一 『戦時経済体制の構想と展開』岩波書店　2011。野口悠紀雄『190年体制
[増補版]』東洋経済新報社　2010。三輪芳朗 『計画的戦争準備・軍需動員・経済統制』有斐閣　
2008。などであるが，研究目的にはバリエーションがあり，従来の政策分析の方法そのものへ
の問いかけや，戦前・戦後の連続，断絶を問題にする中での戦時体制の特質を問うもの等さま
ざまである。
②  戦時体制期研究の進展にとって，中央の戦時政策に関する次のようなまとまった資料集の刊行
は資するところ大である。以下に掲げるものはその代表である。原朗 ・山崎志郎編・解説『後
期物資動員計画資料（全 6 巻）』現代史料出版（東出版）2002。同『後期物資動員計画資料（全 8 巻）』
現代史料出版(東出版) 2001。同『開戦期物資動員計画資料　第 2 回（全 6 巻）』現代史料出版（東
出版）2000。同『初期物資動員計画資料　第 2 回（全 6 巻）』現代史料出版(東出版)　1998。同『初
期物資動員計画資料　第 1 回（全 6 巻）』現代史料出版(東出版)　1997。同『軍需省関係資料
（全 8 巻）』現代史料出版(東出版)　1997。また，『戦時経済国策大系（全10巻）』日本図書センター
　2000。
③  拙著『戦前日本農業政策史の研究』日本経済評論社　2003。
④  これ以後の名古屋市の市域拡張，交通運輸体系の整備，商工業発展の実情等については，主と
して，名古屋市役所『大正昭和　名古屋市史』各巻　1953 ～ 1955。名古屋市会事務局『総合名
古屋市年表』大正編　1963。愛知県史編纂委員会『愛知県史』資料編28　近代 5　2000。新修名
古屋市史編集委員会『新修　名古屋市史』5 巻，6 巻　2000などに拠った。とくに『新修　名古
屋市史』は最新データが豊富に盛り込まれており参考になった。本論中の数値は特に断らない
限りこれらを参照した。
⑤  これらの地域の合併に至るまでの人口増加の傾向には特徴があった。西春日井郡を例にとると，
明治末の段階ですでに一定の人口規模をもち，それをさらに急速に増加させている清水町杉村
のような地域があった。明治末の人口数ではそれよりも規模は小さかったが，同じようにこの
時期に人口を急増させる一群があり，西春日井郡の金城村がこの典型であった。人口急増とい
う言う点ではこれらと共通していたが，漸増傾向を示しつつ，横ばいに近い推移を示す一群も
あり，枇杷島村，庄内村，荻野村，川中村がこの中に含まれた。旧市内への隣接状況，交通体
系の整備のされ方など，都市基盤の外延的な広がりの態様がこういった類型に反映されていっ
たと考えられる。大正期に入ってからの飛躍的経済発展により，旧市街が急速な発展，拡大を
遂げる中で，交通網の整備状況などに影響されながら，急速に都市化が進んだ近接町村があり，
また，その程度が比較的緩やかで，緩慢に，しかし，着実に進んでいった地域とがあり，1921
年の大合併はそれらを一挙に市域に取り込む結果となり，労働市場の急展開，都市的地価体系
の浸潤などが急速に進んだのである。
⑥  こういった政策基調が，事変対応では，緊急度の高いものから諸統制が令達され，38年に入っ
た頃から，日中戦争の長期化が見込まれるようになると次第にその対象範囲を広げつつ，それ
ぞれの統制度合いを強め，しだいに本格化していった。そして，東南アジア進出の方向性が明
瞭になってくるに従って，重要産品の輸入減が予想され，切迫感をともなった格段の措置へと
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進んでいった。
⑦  この他，96式陸上戦闘機，97式重爆撃機などが大量に生産された。
⑧  この他，96式艦上爆撃機，また，急降下爆撃機としてその威力を発揮した99式艦上爆撃機など
が多く生産された。
⑨  軍需優先の煽りで不振を託つことになった豊田式織機も，手榴弾生産を手始めに急速に軍需生
産へと傾斜していった。名古屋の大手企業の一翼を担っていた鉄道車両工業も，この例にもれ
ず，朝鮮，満州などの植民地経営での車両需用の増加に対応し，増産体制を整えていった。こ
れもある意味での軍需に対応した結果であった。
⑩  綿花の輸入規制，スフの混用の指令，さらには配給統制，切符割当制とその物流が厳しい統制
下に置かれた綿製品を典型として，鉄，軽金属，石油，肥飼料，そして砂糖，マッチなどの生
活必需品まで配給統制が拡大される中で，貿易港の後背地で，交通体系の整備により国内外の
物流の要衝としてその都市的基盤，産業基盤を形成してきた名古屋は大きな打撃を受け，産業
構造の著しい変更を余儀なくされることになった。
⑪  　「名古屋市工業に於ける中小工業の地位―名古屋市中小工業の基本的考察―」名古屋市商工会
議所『時局の名古屋市工業特に中小工業に及ぼしたる影響』1939所収。
⑫  名古屋商工会議所『名古屋市に於ける金属機械器具工業の下請け工業問題』190。
⑬  前掲『名古屋市に於ける金属機械器具工業の下請け工業問題』。尚，この問題についての以下の
引用も同書より。
⑭  前掲『時局の名古屋市工業特に中小工業に及ぼしたる影響』。以下，ここでの引用は同書より。
⑮  この点に関しては前掲拙著で分析を試みたが，都市の軍需重化学工業の労賃高騰により，農外
流出する農業労働者が急増し，食糧増産の使命を負った農業生産の大きな阻害要因となった。
⑯  前掲『時局の名古屋市工業特に中小工業に及ぼしたる影響』。次の引用も同じ。
⑰  この点については，名古屋商工会議所『名古屋地方の平和産業に於ける生産額の変動と企業合
同』191が，実態を良く示しているが，ここでは紙数の関係から取り上げられなかった。他稿
で分析を試みたい。
⑱  前掲『新修　名古屋市史』6 巻。
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